
成
」は
バ
ブ
ル
景
気
の
人
手
不
足
を
背

景
に
日
系
ブ
ラ
ジ
ル
人
ら
の
受
け
入

れ
で
始
ま
り
、単
純
労
働
を
含
む
在
留
資
格
の

強
引
な
新
設
で
終
わ
り
つ
つ
あ
る
。

 

労
災
や
失
業
は

　

出
入
国
管
理
法
の
改
正
で
、新
た
に
設
け

ら
れ
た「
特
定
技
能
」の
対
象
は
、介
護
、建
設
、

造
船
、機
械
、宿
泊
、外
食
な
ど
14
業
種
。「
特

定
技
能
1
号
」は
、5
年
間
の
在
留
期
間
だ
が
、

試
験
に
合
格
す
れ
ば「
同
2
号
」に
な
り
期
間

を
延
ば
し
、家
族
も
呼
べ
る
。

　

多
く
は「
技
能
実
習
制
度
」（
1
9
9
3
年

発
足
、77
職
種
）か
ら
の
移
行
で
、社
会
保
険

適
用
も
原
則
的
に
同
じ
扱
い
に
な
る
だ
ろ
う
。

　

ま
ず
労
働
者
災
害
補
償
保
険（
労
災
保
険
）

で
あ
る
。実
習
生
は
講
習
終
了
後
に
労
働
基

準
法
上
の「
労
働
者
」と
な
り
、事
業
所
は
強

制
加
入
に
な
る
。業
務
が
原
因
の
傷
病
、障
害
、

死
亡
等
は
過
失
の
有
無
を
問
わ
ず
事
業
主
責

任
で
広
く
補
償
さ
れ
る
。

　

だ
が
、
労
災
死
は
2
0
0
8
〜
17
年
で

1
2
5
人
と
、日
本
人
の
死
亡
率
と
比
べ
格

段
に
高
い
。労
働
基
準
監
督
署
が
17
年
に
調

査
し
た
5
9
6
6
事
業
所
の
う
ち
4
2
2
6

事
業
所
で
法
令
違
反
が
あ
っ
た
。最
多
は
違

法
残
業
、次
い
で
安
全
対
策
の
不
備
。重
傷
を

負
っ
た
実
習
生
を
強
制
的
に
帰
国
さ
せ
た
り
、

労
災
事
故
を
隠
し
た
り
す
る
例
も
少
な
く
な

い
。

　

実
習
生
の「
失
踪
」は
17
年
で
7
0
8
9
人

に
上
る
。法
務
省
は
う
ち
2
8
7
0
人
に
動

機
等
の
聞
き
取
り
を
し
た
。動
機
は
複
数
回

答
で「
低
賃
金
」（
67
％
）、「
指
導
が
厳
し
い
」

（
13
％
）、「
労
働
時
間
が
長
い
」（
7
％
）な
ど
。

月
給
は「
10
万
円
以
下
」が
半
数
を
超
え
た
。

　

基
本
的
な
最
低
賃
金
や
労
基
法
の
遵
守
か

ら
や
り
直
す
ほ
か
な
い
実
態
だ
。

　

雇
用
保
険
も
強
制
加
入
に
な
る
。実
習
職

場
の
倒
産
等
で
同
一
職
種
の
職
場
へ
移
る
間

「
失
業
給
付
」を
受
け
た
例
も
あ
る
。受
け
入

れ
が
拡
大
す
る
に
つ
れ
、事
業
所
の
倒
産
・
縮

小
・
転
業
の
確
率
も
高
ま
る
。

 

医
療
保
険
や
介
護
保
険
は

　

実
習
生
は
、講
習
中「
国
民
健
康
保
険
」（
国

保
）に
入
る
。終
了
後
は
実
習
職
場
の
適
用
制

度
に
応
じ
、全
国
健
康
保
険
協
会（
協
会
け
ん

ぽ
）、健
保
組
合
に
分
か
れ
る
。た
だ
し
、個
人

営
業
の
農
林
水
産
業
・
ホ
テ
ル
旅
館
業
・
ク
リ
ー

ニ
ン
グ
業
等
の
任
意
適
用
事
業
所
で
は
国
保

に
と
ど
ま
る
。

「
平
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社会保障制度で
どう迎えるか

「労働開国」へ

　

　



図表　在留資格別外国人労働者の割合

外国人労働者数
1,278,670人

専門的・技術的
分野の在留資格
238,412人
18.6％

特定活動
26,270人
2.1％

技能実習
257,788人
20.2％

資格外活動
297,012人

23.2％

身分に基づく
在留資格

459,132人
35.9％

不明 56人
0.0％

（注） 「身分に基づく」は永住権、その配偶者、日本人の配偶者ら。
 「資格外活動」は留学、「特定活動」は法務大臣の指定資格。
 （2017年10月末、厚生労働省調べ）

　
「
特
定
技
能
」で
も
、職
場
の
加
入
制
度
ご

と
の
振
り
分
け
は
同
様
に
な
る
だ
ろ
う
。在

留
を
認
め
た
類
似
職
種
へ
の
転
職
は
可
能
な

だ
け
に
保
険
証
の
切
り
替
え
や
、離
職（
失
業
）

時
の
国
保
加
入
は
増
え
る
。

　

健
康
保
険
法
で
は
、扶
養
さ
れ
る
3
親
等

以
内
が
適
用
の
対
象
で
、国
内
居
住
要
件
は

な
い
。海
外
の
親
族
が
母
国
で
治
療
を
受
け
、

自
己
負
担
の
上
、複
雑
な
手
続
き
を
踏
め
ば

健
康
保
険
の
償
還
払
い
を
請
求
で
き
る
。ま
た
、

来
日
し
て
保
険
証
を
使
え
る
。出
産
育
児
一

時
金
は
海
外
居
住
の
配
偶
者
に

も
支
払
わ
れ
る
。

　

不
適
切
な
事
例
も
報
告
さ
れ
、

政
府
・
厚
生
労
働
省
は
扶
養
親
族

の
国
内
居
住
要
件
の
新
設
や
出

産
育
児
一
時
金
審
査
の
厳
格
化

を
進
め
る
、と
い
う
。だ
が
、外
国

人
労
働
者
も
保
険
料
を
払
い
同

等
の
権
利
を
持
つ
、医
療
保
障
の

手
厚
さ
は「
選
ば
れ
る
国
」の
条

件
の
1
つ
で
は
な
い
か
。専
門
的
・

技
術
的
分
野
の
資
格
者
ま
で
対

象
に
す
る
の
か
。厳
格
化
は
必
要

だ
が
、彼
ら
の
権
利
侵
害
に
な
っ

て
は
な
る
ま
い（
図
表
参
照
）。

　

や
が
て
40
歳
と
な
り
介
護
保

険
へ
の
加
入
者
も
出
始
め
る
。「
永
住
」し
な

い
限
り
、掛
け
捨
て
に
な
る
が
、こ
の
ま
ま
で

済
む
の
か
。

 

社
会
保
障
協
定
と
年
金

　

20
歳
以
上
の
実
習
生
は
、講
習
時
に
は「
国

民
年
金
」、終
了
後
は「
厚
生
年
金
」に
入
り
、

任
意
適
用
の
職
場
で
は
国
民
年
金
に
継
続
加

入
す
る
。在
留
は
原
則
3
年（
最
長
5
年
）で

老
齢
年
金
の
受
給
権
は
得
ら
れ
な
い
が
、保

■
宮
武  

剛
（
み
や
た
け
・
ご
う
）

毎
日
新
聞
社
・
論
説
副
委
員
長
、埼
玉
県
立
大
学
、目
白
大
学
・
大
学
院
の

教
授
を
経
て
、一
般
財
団
法
人
日
本
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
振
興
会
理
事

長
。財
務
省「
財
政
制
度
等
審
議
会
」委
員
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ「
福
祉
フ
ォ
ー
ラ
ム
・

ジ
ャ
パ
ン
」副
会
長
も
務
め
る
。

険
料
は
労
使
折
半
で
払
う
。

　

障
害
年
金
や
遺
族
年
金
、帰
国
時
は
脱
退

一
時
金
の
対
象
に
な
る
、と
理
解
を
得
る
ほ

か
な
い
。国
民
年
金
の
一
時
金
は
納
付
36
カ

月
以
上
が
最
高
で
約
27
万
円
に
す
ぎ
な
い（
厚

生
年
金
は
報
酬
比
例
）。し
か
も
、年
金
保
険

や
医
療
保
険
に
ル
ー
ル
通
り
加
入
し
て
い
る

か
ど
う
か
、実
態
調
査
さ
え
な
い
。

　
「
特
定
技
能
」の
導
入
で
在
留
10
年
を
超
え

る
労
働
者
は
増
え
、年
金
の
受
給
資
格
10
年

加
入（
旧
制
度
25
年
）の
条
件
を
満
た
す
。同

時
に
、派
遣
国
の
年
金
だ
け
に
加
入
し
、保
険

料
の
二
重
負
担
を
避
け
、派
遣
国
と
母
国
で

の
加
入
期
間
を
合
算
で
き
る「
社
会
保
障
協
定
」

の
対
象
者
も
出
始
め
る
。

　

2
0
0
0
年
の
ド
イ
ツ
と
の
締
結
か
ら
始

ま
っ
た
社
会
保
障
協
定
は
計
18
カ
国
、交
渉
・

予
備
協
議
中
も
8
カ
国
。う
ち「
特
定
技
能
」

の
主
な
送
り
出
し
国
は
フ
ィ
リ
ピ
ン（
18
年

8
月
発
効
）、中
国（
同
5
月
協
定
署
名
）、ベ

ト
ナ
ム（
予
備
協
議
中
）で
あ
る
。

　

山
積
み
の
問
題
点
と
課
題
を
先
送
り
し
た

「
労
働
開
国
」は
極
め
て
危
う
い
。
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